



































































































































































































































IoTや AIをはじめとする先端 ITを手がける人材の不足人数は 47810人であると計上され
ている。もし外国人労働者が、例えば地震が起こった後にやめる可能性が高いとすれば、
最初から自社に長期間勤務する前提の採用をしなければよいということになる。特にエン
ジニアはフリーランスも一定数存在し、案件ごとの参画が他の業種と比べて容易であるこ
とから、外国人労働者の「エンジニア」を雇うことはさほど難しくない。つまり、定年ま
で勤務する前提の採用制度が、外国人労働者採用の障壁である可能性が高い。
企業はこの場合、3─3で述べたように、まず業務フローの見直し及び可視化から取り組
むのがよいと考えられる。本当に必要な業務を厳選し、それに必要な方法と人員を正確に
算出した上で、どのような外国人の優秀な社員をどのように参画させるかを考え直すべき
である。そうすることで、異国籍間での協働の仕組み上の障壁を最小限に抑えられるので
はないだろうか。
4　結論
本論文では四つの異文化対立軸から、人材不足によって必要不可欠となる多様な人材の
扱い方を考察してきた。上記の四つの視点はそれぞれ理解しておかなければならない違い
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は異なるものの、そのいずれも共通して「制度面での改革」が必要である、という帰結に
行き着いた。加えて、そのような制度設計をするためには自社にどのような異文化対立の
構造があるのか、またその異文化対立の構造を作っているのはどこかを正確に把握しなけ
ればならない。これらを俯瞰して分析することができる立場は、他でもない人材の採用責
任者である「経営層」の人材であり、それを評価する「人事」の人材である。よって、企
業の人材不足を補うために最も大切なことは、「経営層」と「人事」の緻密な連携による
多様な働き方を提供できる制度設計にあると結論づけることができる。
そして、日本の人事の制度設計において最も重要な課題は、前者二つの観点では「管理
職偏重の評価制度」であると考えられる。管理職のマネジメントで生産性が上がることと
個々の能力によって生産性が上がることを等しく評価できなければ、「マネジメント能力
及びマネジメントにどれだけ時間をかけられるか」だけが突出して評価比重が上がってし
まい、本当に今必要な社員を獲得し企業内保持し続けることにつながりにくい。
後者二つの観点では「業務フローの見直し」と「各人を採用する理由の明文化」などが
課題であろう。本来その人材は採用すべきだったのか、なぜ採用したのかを考え、この事
業の中のどのような位置付けなのかをきちんと経営側及び労働者側ですり合わせることが
必須であると考えられる。昨今は AIなどを用いて、人の能力や価値観を指標化する動き
が盛んである。それらを活用してより効率的な業務の分担や採用が出来れば、問題の解決
の糸口に繋がると予想される。全てヒューマンスキルだけで解決するのはあまりにも再現
性に欠けるため、多くの企業は構造改革による問題の抜本的な解決が必要なのである。
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